
 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．調査内容 

１）調査依頼先 設置者・地域の別等を考慮し、 

文部科学省・厚生労働省において抽出。 

   国立大学 ２１校 公立大学  ３校 

   私立大学 ３８校 短期大学 ２０校 

   高等専門学校       １０校 

   専修学校(専門課程)      ２０校 

合計         １１２校 

２）調査対象人員 ６，２５０人 

３）調査方法・内容 

  各大学等において、所定の調査対象学生を抽出し

た後、電話・面接等の方法により、性別、就職希

望の有無、就職内定状況等につき調査を実施する。 

４）調査時期及び発表時期 

   調査時期                   発表時期 

  平成２８年１０月１日    １１月１８日 

          １２月１日      １月２０日 

  平成２９年   ２月１日      ３月１７日 

４月１日        ５月中旬 

２．調査結果の主な概要 

○ 大学の就職内定率は９０．６％(前年同期比２．８

ポイント増)。このうち国公立大学の就職内定率は、

９０．９％（同１．３ポイント増）、私立大学は、

９０．５％（同３．２ポイント増）。 

○ 短期大学の就職内定率は、８８．５％（前年同期

比２．５ポイント増）。 

○ 高等専門学校及び専修学校(専門課程)の就職内定

率は、それぞれ９９．６％（前年同期比１．２ポ

イント増）、８４．５％（同増減なし）。 

○ 大学等(大学、短期大学、高等専門学校)を合わせ

た就職内定率は、９０．９％(前年同期比２．７ポ

イント増)。専修学校(専門課程)を含めると９０．

２％(同２．３ポイント増)。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 本調査における卒業予定者全体(※)に占める就職

内定者の割合（大学のみ）「７０．４％」 

(※) 卒業予定者全体には就職希望者の他、「進学希望

者」、「自営業」、「家事手伝い」等を含む。 

○ 男女別では、男子大学生の就職内定率は８８．

８％（前年同期比２．３ポイント増）、女子は９２．

８％（同３．５ポイント増）。また、国公立大学で

は、男子：９１．５％、女子：９０．３％、私立

大学では、男子：８８．０％、女子：９３．６％

となっている。 

○ 文系・理系別では、文系の就職内定率は９０．３％

（前年同期比３．０ポイント増）、理系の就職内定   

率は９２．１％（同１．９ポイント増）となって 

いる。 

○ 地域別では、関東地区及び近畿地区の就職内定率

が最も高く９１．９％となっている。 

 

 

 

 厚生労働省は、平成２９年３月に高校や中学を卒業

する生徒について、平成２９年１月末現在のハローワ

ーク求人における求人・求職・内定状況を取りまとめ

ました。対象は、学校やハローワークからの職業紹介

を希望した生徒です。 

【高校新卒者】 

○ 就職内定率  

 ９４.０％で、前年同期比０.４ポイントの増。  

○ 就職内定者数  

約１６万５千人で、同０.６％の増。 

○ 求人数        

約３８万４千人で、同９.８％の増。 

○ 求職者数     

約１７万６千人で、同０.３％の増。 

○ 求人倍率 

２.１９倍で、同０.１９ポイントの増。 
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平成２８年度 大学等卒業予定者の 

就職内定状況 （厚労省・文科省調べ） 

平成２８年度 高校・中学新卒者  

求人・求職・内定状況 （ハローワーク調べ） 



【中学新卒者】 

○ 就職内定率    

１２.９％で、前年同期比２１.３ポイントの減(※)。  

○ 就職内定者数  

１２２人で、同５９.５％の減(※)。 

○ 求人数       

１,６１２人で、前年同期比４.１％の増。 

○ 求職者数     

９４５人で、同７.４％の増。 

○ 求人倍率     

１.７１倍で、同０.０５ポイントの減。 

(※)一部の地域において、選考開始日が後ろ倒しとな

った影響によるもの。  

 

 

平成２９年３月１３日、経団連と連合は、時間外労働

の上限規制等に関して下記のとおり合意に達しまし

たのでその内容を記載いたします。 

日本経済団体連合会と日本労働組合総連合会は、働

き方改革を強力に推し進め、長時間労働に依存した企

業文化や職場風土の抜本的な見直しを図ることで、過

労死・過労自殺ゼロの実現と、女性や若者、高齢者な

ど多様な人材が活躍できる社会の構築に不退転の決

意で取り組む。 

なお、労働基準法は、労働者が人たるに値する生活

を充たすうえでの最低基準を定めたものであり、労使

はその向上を図るよう努めるべきとされている。特別

の事情により「特別条項」を適用する場合でも、上限

時間水準までの協定を安易に締結するのではなく、月

４５時間、年３６０時間の原則的上限に近づける努力

が重要である。 

個別企業労使には、このことをしっかり確認し合い

ながら、自社の事情に即した時間外労働の削減に不断

の努力を求めたい。 

１．上限規制 

時間外労働の上限規制は、月４５時間、年３６０時

間とする。ただし、一時的な業務量の増加がやむを得

ない特定の場合の上限については、 

（１）年間の時間外労働は、月平均６０時間（年７２

０時間）以内とする  

（２）休日労働を含んで、２ヵ月ないし６ヵ月平均は

８０時間（＊）以内とする  

（３）休日労働を含んで、単月は１００時間を基準値

とする  

（４）月４５時間を超える時間外労働は年半分を超え

ないこととする  

以上を労働基準法に明記する。これらの上限規制は、

罰則付きで実効性を担保する。  

さらに、現行省令で定める３６協定の必須記載事項

として、月４５時間を超えて時間外労働した者に対す

る健康・福祉確保措置内容を追加するとともに、特別

条項付３６協定を締結する際の様式等を定める指針

に時間外労働の削減に向けた労使の自主的な努力規

定を盛り込む。 

(＊)２ヵ月ないし６ヵ月平均８０時間以内とは、２ヵ

月、３ヵ月、４ヵ月、５ヵ月、６ヵ月のいずれにおい

ても月平均８０時間を超えないことを意味する。 

２．勤務間インターバル制度 

終業から始業までに一定時間の休息時間を設ける、

勤務間インターバル制度を労働時間等設定改善法及

び同指針に盛り込む。また、制度の普及促進に向けて、

労使関係者を含む有識者検討会を立ち上げる。 

３．過労死等を防止するための対策 

過労死等防止対策推進法に基づく大綱を見直す際、

メンタルヘルス対策等の新たな政府目標を掲げるこ

とを検討する。職場のパワーハラスメント防止に向け

て、労使関係者を交えた場で対策の検討を行う。 

４．労働政策審議会における検討 

上限規制に関する詳細については、労働政策審議会

で検討する。 

５．検討規定 

法律施行５年経過時において、法律の施行状況や過

労死等労災認定の状況、長時間労働の削減状況、企業

活動への影響（特に中小・零細企業）などに基づき、

労働時間法制のあり方全般について検討を行うこと

とし、その旨を労働基準法附則に記載する。 

 

 業務内容 
労働・社会保険の書類作成及び提出代行 

給与計算サービス（月次・賞与・年末調整） 

労使間トラブルの相談 

就業規則等の人事制度構築 

個別年金相談（老齢・障害・遺族） 

各種助成金の紹介、書類作成、提出代行 

 

時間外労働の上限規制等に関する労使合意  


